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（IMF経済見通し）

・中東戦争とホルムズ海峡閉鎖、重要エネルギー施設の損傷により世界経済見通しは急速に悪化し、世界成長
率は2026年3.1％（前回見通し3.3％）へ下方修正、インフレ率は2026年4.4％（前回見通し3.8％）へ上振れ

・IMFは、今回見通しを、紛争の期間・強度・範囲が限定的で、混乱が2026年半ばまでに薄れる前提の「参考見
通し」として提示。紛争長期化を想定するadverse scenarioでは2026年の世界成長率が2.5％、インフレ率が
5.4％へ悪化し、エネルギー施設被害が拡大するsevere scenarioでは成長率が2026年・2027年とも2％程度、イ
ンフレ率が6％近傍まで上昇するとの見方

・2026年成長率見通しで、米国は、財政政策や金融緩和効果、生産性上振れ、AI/テック関連投資を支えに底
堅さを維持するも、関税引き上げが景気を下押し。ユーロ圏は、エネルギー価格高と製造業の弱さ、ユーロ実
質高により減速。日本は、外需の弱さと中東紛争が重石なるも、内需の持ち越しと財政・物価対策が下支え

・なお、IMFは、上振れ要因としてAI関連投資の拡大と生産性向上、構造改革の進展、貿易緊張の緩和を挙げ
るも、AI期待の剥落や金融市場調整も含め、当面のリスクは下振れ方向に大きく偏るとの見方
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【IMF：日米ユーロ圏の2026年経済成長見通し】

2026年
成長率

1月見通し比 景気動向 上振れ・下振れ要因と背景

米国 2.3％ ▲0.1％pt 底堅さ維持
関税引き上げは景気を下押し。一方、財政政策、2025年の金融緩和効果、生産性上振れ、テ
ック関連投資が下支え。エネルギー純輸出国のため、中東紛争の影響は相対的に限定的。

ユーロ圏 1.1％ ▲0.2％pt 減速・下振れ
2025年末のドイツでの財政支出増による景気上振れは剥落。中東紛争に伴うエネルギー価格
高、ウクライナ侵攻後から続くコスト高の残存、製造業の弱さ、ユーロ実質高が重石。

日本 0.7％ 横ばい 減速も下支え
外需の弱さと中東紛争が重石。一方、2025年からの内需主導成長の持ち越し、政府の財政刺
激策、エネルギー価格上昇を抑える政府措置が成長を下支え。



【米ハイパースケーラー：2026年設備投資計画】 （出所） 各社Q1 2026決算
などより抽出

○ 米国では、主要AIハイパースケーラーだけで100兆円規模となる設備投資計画を公表・実施しており、AI・クラ
ウド関連投資がけん引して米国GDPを押し上げ

・ 米国の1-3月期実質経済成長率では、民間設備投資がGDPを1.4％（寄与度、前期比年率）押し上げており、
実質経済成長率（+2.0％）の最大の寄与項目

・ 主要財別設備投資増減率では、情報処理関連やコンピューター・周辺機器が前年比+19.8％と高い伸びを維
持し、AI・クラウド投資が牽引。ソフトウェア投資や知的財産投資も底堅く推移

【米国：主要財別設備投資の推移】

（注）前年同期比、名目、季節調整値
（出所）米商務省
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○ 米国のAI・クラウド関連投資は、EV向けなど社会電化に伴う電力需要増とも相まって世界電力需要を増加。
中東紛争が終結すれば、AI・データセンター・電力需要が景気回復を後押しする可能性

・ IEAは、2025年の世界電力需要が前年比約+3％となり、世界エネルギー需要の伸び率+1.3％の約2.3～2.4倍
になったと公表（Global Energy Review 2026）。データセンター向け電力需要増（+17％）とともに、EV向け電力
需要（+38％）や産業・家計・商業ビルなど幅広い最終需要が世界電力需要を押し上げと指摘

・ 内外のAI関連投資や電力需要の高まりで、日本の機械受注も外需主導で非鉄金属中心に急伸

（出所）IEA,”Global Energy Review 2026”、2026/4
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【世界エネルギー需要：電力需要とその内訳】 【日本：製造業主要業種別機械受注の推移】

（注）3カ月移動平均。2024/1＝100、名目、季節調整値
（出所）内閣府「機械受注統計調査」



【質問事項】

1. 米国のAI/テック投資がデータセンターや電力確保まで含めた巨額投資を行っており、米国中心ながら日本
企業にもプラスの影響を及ぼしている。今後早期に中東紛争が終結する場合、とりわけ米国経済に大きな景
気の上振れが生じて世界経済も支えるようにも見えるが、AI/テック投資が世界経済に与える影響をどのよう
にご覧になるか、ご教示いただきたい。

2．ロシアのウクライナ侵攻以来、米国の関税引き上げに今次中東紛争があり、世界経済分断、エネルギー・経
済安全保障の強まり、主要国財政赤字拡大などで、世界経済では物価・金利水準が構造的に高止まりの方
向に動いていると見ることはできるか。お考えを伺いたい。

3． 昨年の米国の関税引き上げや今次中東紛争による原油・天然ガスと石油関連製品の供給懸念にもかかわら
ず、米国と中国は巨額の貿易収支赤字と黒字は基本的に変わっていない。世界貿易不均衡を是正していか
なければ、今後も自由貿易を阻害する動きが生じる可能性があるが、どのように貿易不均衡是正を図るべき
か、お考えを伺いたい。
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